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                                                                     今金町要綱 第 ８ 号 

 

 

（趣旨） 

第１条 障がいのある道立特別支援学校高等部卒業生（以下「卒業生」という。）が、今金町役場の職務経験を通

じ、働く力と社会人としてのマナー、人間関係の構築能力等を育てて一般就労に繋げるとともに、任用期間中

の状況を民間企業及び他の公的機関（以下「企業等」という。）に情報提供することで、卒業生に対する企業等

の意識改革を促し、学校生活から社会生活へのスムーズな移行を図るため就労支援事業として、この要綱の定

めるところにより、卒業生を今金町臨時事務嘱託員（以下「嘱託員」という。）として任用する。 

２ この要綱に定めるもののほか、嘱託員の就業に関する事項は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）その

他関係法令の定めるところによる。 

 

（身分） 

第２条 嘱託員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号に定める非常勤特別職職員

とする。 

 

（採用） 

第３条 嘱託員の採用は、最終出身校による職場訪問等の支援が引き続き受けることができる卒業生の中から、

次の各号に該当する者を選考により採用する。 

（１）企業等への就労に意欲のある者 

（２）今金町に在住できる方で、通勤可能な者 

（３）介助なしで職務遂行が可能な者 

２ 選考は、職務を遂行するために必要な資格、能力、適性等を判定して行う。 

３ 前項に定めるほか、採用に関し必要な事項は別に定める。 

 

（選考の申込） 

第４条 嘱託員の選考を受けようとする者は、次の各号に掲げる書類各１通を最終出身校の校長を経由して、別

に指定する日までに総務財政課長に提出しなければならない。 

（１）今金町非常勤特別職職員選考申込書（第 1号様式） 

（２）その他町長が求める書類 

 

（雇用期間） 

第５条 嘱託員の雇用期間は、雇用開始の日から当該会計年度の末日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、職務の性質等特別の事情がある場合には、１会計年度の期間内で、雇用期間を別

に定めることができる。 

３ 第 1項の雇用期間は、１回更新することができる。ただし、町長が特に必要と認めるときは、更新回数を増

やすことができる。 

 

（勤務内容） 

第６条 嘱託員は、今金町の教育委員会または本庁に勤務し、一般事務及び庶務業務に従事する。ただし、事務

業務内容については、障がいの特性等を踏まえ、あらかじめ研修生の指導、監督等を担当する職員（以下「指

導担当者」という。）がその旨を考慮し、適性に応じた事務業務に従事させる。 

 

（指導担当） 

第７条 指導担当者は、嘱託員が勤務する部署の管理職員とする。 

２ 指導担当者は必要に応じて、職員の中から指導の補助者を指名することができる。 

 



（勤務状況の報告） 

第８条 指導担当者は、嘱託員の任用期間中における勤務状況について、四半期ごとに別に定める報告書を作成

し、７月、１０月、１月及び４月の各１０日までに町長に提出するものとする。 

２ 前項の報告書をもとに障がい者の雇用に係る資料を作成し、企業等へ資料を提供することとする。 

 

（一般就労への取組） 

第９条 嘱託員が任用期間満了後、企業等への就労に繋がるよう嘱託員の今金町での職務経験や障がいの特性等

を公共職業安定所や北海道障害者職業センターに情報提供する等、最終出身校をはじめとした関係機関と連携

して取り組むこととする。 

 

（服務の根本基準） 

第１０条 嘱託員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては全力を挙

げてこれに専念し、その職責をはたさなければならない。 

 

（法令等の遵守） 

第１１条 嘱託員は、その職務を遂行するに当たり、法令及び今金町の定める条例、規則等に従い、かつ上司の

職務上の命令に従わなければならない。 

 

（執務の原則) 

第１２条 嘱託員は、相互に人格を尊重し、秩序と品位の保持に努め、協力して公務の遂行を図らなければなら

ない。 

２ 嘱託員は、今金町が管理する財産の保全と効率的使用に、十分な注意を払わなければならない。 

３ 嘱託員は、今金町が管理する施設内外の整理、整頓に心掛けるとともに、火災、盗難等の事故防止に努めな

ければならない。 

 

（職務に専念する義務） 

第１３条 嘱託員は、法令又はこの要綱に特別の定めがある場合を除くほか、その勤務時間及び職務上の注意力

のすべてをその職責遂行のために用い、定められた職務にのみ従事しなければならない。 

 

（信用失墜行為の禁止） 

第１４条 嘱託員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような行為をしてはならない。 

 

（秘密を守る義務） 

第１５条 嘱託員は、法令等に特別の定めがある場合を除くほか、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も、また、同様とする。 

 

（兼職の承認） 

第１６条 嘱託員は、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等の地位を兼ね、

若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合には、あらか

じめ町長の承認を受けなければならない。 

 

（出退勤の記録） 

第１７条 嘱託員は、出勤及び退庁の時間をタイムレコーダーにより記録しなければならない。 

 

（遅刻、早退等の取扱い） 

第１８条 嘱託員は、疾病その他の理由により出勤時刻に出勤できないとき、又は勤務時刻中に早退しようとす

るときは、事前に有給休暇又は欠勤の手続をとらなければならない。 

 

 

 



（勤務時間） 

第１９条 嘱託員の勤務時間は、月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時３０分までとする。ただ

し、嘱託員の状況を考慮し、勤務時間を短縮する必要があるときは、勤務時間を１時間単位で減じることがで

きる。 

２ 前項の勤務時間を減じるときは、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について行

わなければならない。 

３ 休憩時間、勤務を要しない日及び休日については、今金町職員定数条例（昭和２５年今金町条例第３号）に

規定する職員（以下「定数内職員」という。）の例による。ただし、町長が特に必要と認めるときは、これを変

更し、又は別に定めることができる。 

４ 所属長は、業務上臨時の必要があると認めるときは、嘱託員に対して勤務を要しない日又は休日（以下「休

業日」という。）に勤務することを命じることができる。 

５ 前項の規定により勤務をさせた場合は、定数内職員の例により、勤務時間が割り振られた日に勤務を要しな

い日を振り替えし、又は代休日を指定することができる。 

 

（有給休暇） 

第２０条 嘱託員の有給休暇の種類及び期間は、今金町定数外職員に関する規則（昭和５８年今金町規則第９号）

（以下「定数外規則」という。）別表第３の臨時的任用職員に適用される規定を準用する。ただし、年次休暇は

１年につき１０日として付与する。 

２ 任用期間が１年未満の嘱託職員の年次休暇は、当該任用期間に応じて比例的に案分した日数（１未満の端数

は切り捨て）を付与する。 

 

（出張） 

第２１条 所属長は、業務上必要があるときは、嘱託員に出張を命じることができる。 

２ 出張を命じられた嘱託員は、上司に随行した場合を除き、帰着後、速やかに上司に復命しなければならない。 

３ 出張を命じられた嘱託員には、旅費を支給する。旅費の額及び支給方法については、今金町職員旅費支給条

例（昭和２７年今金町条例第５号）の規定を準用する。 

 

（退職） 

第２２条 嘱託員は、次の各号の一に該当する場合には、その日をもって退職し、嘱託員としての身分を失う。 

（１） 雇用期間が満了した日・・・満了した日 

（２） 退職を願い出て、承認があった場合・・・承認があった日 

（３） 死亡した場合・・・死亡した日  

２ 前項第２号の規定により退職する場合には、嘱託員は退職を希望する日の１ヶ月前までに、町長に願い出な

ければならない。 

 

（解雇） 

第２３条 町長は、嘱託員が次の各号のいずれかに該当する場合、その意に反してこれを解雇することができる。 

（１）著しく勤務成績が良くない場合 

（２）刑事事件に関し処罰された場合 

（３）その他職務上の義務に違反し、又は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 

（４）公務外の負傷、疾病又は心身の故障により９０日を超える休養（病気休暇取得期間を含む）が経過した

場合 

２ 前項の規定により嘱託員を解雇するときは、解雇する日の３０日前までにその旨を当該嘱託員に通告し又は

３０日分の平均賃金を支給する。 

３ 前項の通告の日から解雇するまでの日数について、平均賃金を支給する場合には、その日数分を３０日から

減じた日数とすることができる。 

４ 第 1項第１号から第３号までの事由に該当して解雇する場合は、これを懲戒解雇とすることができる。 

 

 

 



（賃金） 

第２４条 嘱託員の賃金は日額として、定数外規則別表第４に規定する臨時事務員の日額を基準に、１日８時間

勤務の場合は６，４７０円を勤務日数に応じて支給する。 

２ 第１９条第１項で１日の勤務時間を８時間未満とするときは、前項の賃金日額を８時間で除した額に１日の

勤務時間数を乗じた額を賃金日額として、当該日額に５円未満の額が生じたときはこれを切り捨て、５円以上

１０円未満の額が生じたときはこれを１０円に切り上げるものとする。 

３ 嘱託員が正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられたときは、労働基準法第３７条の規定により計算

した割増賃金を支給する。 

 

（賃金の減額） 

第２５条 嘱託員が自己の都合による遅参、早退又は欠勤したときは、賃金日額の１時間当たりの賃金額をその

勤務しなかった時間数に乗じて得た金額を減ずる。 

 

（賃金の支給日） 

第２６条 賃金は、毎月末日をもって締切り、翌月１０日に支給する。ただし、支給日が休日、土曜日又は日曜

日にあたる時は、その日に最も近い日で休日、日曜日又は土曜日でない日を支給日とする。 

 

（賃金からの控除） 

第２７条 町長は、嘱託員に賃金を支給するときは、その報酬から次のものを控除する。 

（１） 所得税源泉徴収額 

（２） 雇用保険料、厚生年金保険料及び健康保険料の嘱託員負担額 

 

（端数計算） 

第２８条 賃金の支給に際し、その集計の結果に１円未満の端数を生じた場合は、その端数金額を切り捨てる。

ただし、割増賃金を算定する場合において、当該額に５０銭未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、５０

銭以上１円未満の端数が生じたときはこれを 1円に切り上げるものとする。 

２ 勤務時間数の集計の結果に、１時間未満の端数を生じた場合は、３０分以上は切り上げて１時間とし、３０

分未満は切り捨てる。 

 

（健康診断） 

第２９条 嘱託員に対して、年１回以上健康診断を実施する。 

２ 嘱託員は、健康診断を必ず受診しなければならない。 

３ 前２項に定めるほか、臨時に必要があると認めるときは、嘱託員に対し健康診断を行うことができる。 

 

（公務災害補償） 

第３０条 嘱託員の公務上の災害又は通勤による災害に対する補償は、町村非常勤職員の公務災害補償等に関す

る条例（平成７年北海道市町村総合事務組合条例第１０号）の規定を適用する。 

 

（社会保険等） 

第３１条 健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１

５号）に基づく厚生年金保険及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号)に基づく雇用保険の加入については、

法令に基づき加入させる。 

 

（その他） 

第３２条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、町長が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 


